入 札 説 明 書

安城市のゆたか保育園園舎改築空調工事に係る公告に基づく条件付き一般競争入札等については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。

１　工事の概要

（１）工事番号　２０１２１０２８８１
（２）工 事 名　ゆたか保育園園舎改築空調工事
（３）路 線 名　ゆたか保育園
（４）工事場所　安城市古井町地内
（５）工　　期　契約締結日の翌日から平成２６年１月１５日（水）まで
（６）本工事は、価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価一般競争入札方式（特別簡易型）の適用工事である。
２　総合評価に関する事項 

（１）総合評価競争入札の仕組み

本工事の総合評価一般競争入札は、標準点（発注者が設定している入札条件を全て満たしている場合に付与する点数）に加算点（入札参加者の実績等に応じて付与する点数）を加え、入札価格で除した後1,000,000を乗じた数値（以下「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする除算方式とする。

なお、本工事の総合評価競争入札における標準点は１００点とし、加算点の最高点数は１５点とする。

評価値＝{(標準点＋加算点)／入札価格}×1,000,000

（２）評価項目及び評価基準

Ａ　企業の技術力に関する事項（配点７点）

	評 価 項 目
	評 価 基 準
	配点
	満点

	安城市発注の管工事における工事成績評定点の平均点
	平成21年度
	点≧75
	2
	2

	
	
	75＞点≧70
	1
	

	
	
	70＞点、又は評定点なし
	0
	

	
	平成22年度
	点≧75
	2
	2

	
	
	75＞点≧70
	1
	

	
	
	70＞点、又は評定点なし
	0
	

	
	平成23年度
	点≧75
	2
	2

	
	
	75＞点≧70
	1
	

	
	
	70＞点、又は評定点なし
	0
	

	ISO9001の取得の有無
	あり
	1
	1

	
	なし
	0
	


Ｂ　配置予定技術者の能力に関する事項（配点４点）

	評 価 項 目
	評 価 基 準
	配点
	満点

	国、地方公共団体又は特殊法人等の発注工事における過去１０年間（平成２４年度含まず）の同種工事における主任（監理）技術者又は現場代理人としての施工実績
	３件以上
	3
	3

	
	２件
	2
	

	
	１件
	1
	

	
	０件
	0
	

	本工事配置予定技術者の保有する管工事に関する資格
	１級国家資格又は技術士
	1
	1

	
	上記以外の資格
	0
	


Ｃ　地域精通度・地域貢献度等に関する事項（配点４点）

	評 価 項 目
	評 価 基 準
	配点
	満点

	安城市災害緊急協力事業者（工事）及び

安城災害対策建設協力会登録の有無
	協力事業者及び協力会のいずれも登録あり
	2
	2

	
	協力事業者又は協力会の登録あり
	1
	

	
	協力事業者及び協力会のいずれも登録なし
	0
	

	障害者雇用の有無
	法定雇用率を達成
	1
	1

	
	法定雇用率を未達成又は雇用者なし
	0
	

	ISO14001の取得の有無
	あり
	1
	1

	
	なし
	0
	

	安城市における過去３年間に入札参加資格停止措置の有無
	なし
	0
	0

	
	あり
	-1
	


（注）各事項（Ａ、Ｂ、Ｃ）の注意事項については、４　入札参加資格要件の審査等

（２）提出書類イ評価項目に関する提出書類の表の注意事項欄を参照のこと。

（３）評価方法及び落札者の決定方法

入札参加者の実績等を評価し、標準点（１００点）及び加算点（最高１５点）を付与し、下記の条件を満たす入札を行った者のうち評価値の最も高い者を落札者とする。

評価値＝{（標準点＋加算点）／入札価格}×1,000,000

発注者が設定している競争入札参加資格要件を全て満たしていること。ただし、落札者となるべき者が当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められたときには、予定価格の範囲内の価格をもって発注者の定める入札条件を全て満たして入札した他の者のうち評価値が最も高い者を落札者とすることがある。

なお、落札者の決定に際しては、安城市総合評価競争入札試行要領の規定により、安城市入札審査委員会の審議を経て決定する必要があるため、落札者決定を保留し、落札の結果については、後日公表する。

（４）ヒアリングについて

提出された書類及び資料に対してヒアリングを行うことがある。ヒアリングを行う場合は、その場所、時間等について別途通知する。

（５）地域精通度・地域貢献度等に関する事項の安城市災害緊急協力事業者（工事）登録及び安城災害対策建設協力会登録については、工事完了日までに登録を解除してはならないものとする。

３　入札説明書に対する質問及び回答

本工事内容の質疑は、質疑書を契約検査課へ電子メールで送信することにより行うこととする。質疑の期限は、平成２４年１２月１１日（火）午後３時までとする。質疑書の回答は、ホームページに公表する。
４　入札参加資格要件の審査等
（１）入札に参加を希望する者は、入札参加申請書を提出しなければならない。

なお、入札参加資格要件の審査については、開札時にすべてを審査する事後審査とする。ただし、開札後、落札候補者に入札参加資格要件の確認を求める場合がある。

（２）提出書類

入札参加申請書に、様式第１及び様式第２並びに次のア及びイに関する資料を綴じ込んで提出すること。

ア　参加資格に関する提出書類

	項目名
	提出資料及び注意事項
	提出条件
	様式第１№

	実績確認
	資格要件の工事を施工し、完成させた実績が確認できるもの（工事実績情報システム（CORINS）竣工登録工事カルテの写し又は登録内容確認書の写し）

＊市内又は準市内業者は提出不要です。ただし、本市で実績が確認できない場合は、実績確認できる書類を求める場合があります。
	必須
	１

	技術者の資格確認
	配置する監理技術者又は主任技術者に係る法令による免許証の写し

＊申請後の配置予定技術者の変更は認めない。

＊配置予定技術者は、３名まで申請できる。

＊複数の技術者を申請した場合の評価は、最も評価点の低い者を対象とする。
	必須
	２

	技術者の雇用確認
	恒常的な雇用関係が確認できる書類（健康保険被保険者証又は雇用保険被保険者資格等確認通知書）の写し
	必須
	－


イ　評価項目に関する提出書類

	評 価 項 目
	評価基準及び配点
	注意事項
	提出資料（注）
	様式第２

№

	Ａ　企業の技術力　（７点）
	①
	安城市発注の管工事における工事成績評定点の平均点
	平成21年度
	点≧75
	2点
	・管工事とは、建設業法別表第１に掲げる工事の種類をいう。
	・提出資料なし（市で確認）
	-

	
	
	
	
	75＞点≧70
	1点
	
	
	

	
	
	
	
	70＞点、又は評定点なし
	0点
	
	
	

	
	
	
	平成22年度
	点≧75
	2点
	
	
	

	
	
	
	
	75＞点≧70
	1点
	
	
	

	
	
	
	
	70＞点、又は評定点なし
	0点
	
	
	

	
	
	
	平成23年度
	点≧75
	2点
	
	
	

	
	
	
	
	75＞点≧70
	1点
	
	
	

	
	
	
	
	70＞点、又は評定点なし
	0点
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	ISO9001の取得の有無
	あり
	1点
	・契約先となる本店が認証されていること。

・自己適合宣言は認めない。
	・登録証の写し
	１

	
	
	
	なし
	0点
	
	
	


	Ｂ　配置予定技術者の能力　（４点）
	①
	国、地方公共団体又は特殊法人等の発注工事における過去１０年間（平成２４年度含まず）の同種工事の主任（監理）技術者又は現場代理人としての施工実績
	３件以上
	3点
	・同種工事とは、契約金額2,000万円以上の管工事とする。
・管工事とは、建設業法別表第１に掲げる工事の種類をいう。

・特殊法人等とは公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び同法施行令に規定されている特殊法人等をいう。
・JVの場合は、代表者の技術者の実績とする。
・施工実績は、主任技術者、監理技術者又は現場代理人としての実績とする。（担当技術者としての実績は認めない。）
・下請けでの実績は認めない。
	・工事実績を確認できるものの写し（工事実績情報ｼｽﾃﾑ（CORINS）竣工登録工事カルテの写し又は登録内容確認書の写し）

※注１
	2

	
	
	
	２件
	2点
	
	
	

	
	
	
	１件
	１点
	
	
	

	
	
	
	０件
	0点
	
	
	

	
	②
	本工事配置予定技術者の保有する管工事に関する資格
	１級国家資格又は技術士
	1点
	・管工事とは、建設業法別表第１に掲げる工事の種類をいう。

・本工事配置予定技術者の保有資格とする。

・１級国家資格又は技術士の資格とは(注)（ウ）の表のとおりとする。

・該当する資格が２以上あっても加点は１点とする。
	・法令による合格証明書の写し又は登録証の写し
	３

	
	
	
	上記以外の資格
	0点
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


	　Ｃ　地域精通度・地域貢献度等　（４点）
	①
	安城市災害緊急協力事業者（工事）及び安城災害対策建設協力会登録の有無
	協力事業者及び協力会のいずれも登録あり
	2点
	・本店が安城市に所在する事業者で、申請書を提出する日の前日までに安城市災害緊急協力事業者（工事）又は安城災害対策建設協力会登録が完了していること。
	・登録証の写し
	４

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	協力事業者又は協力会の登録あり
	1点
	
	
	

	
	
	
	協力事業者及び協力会のいずれも登録なし
	0点
	
	
	

	
	②
	障害者雇用の有無
	法定雇用率を達成
	1点
	法定雇用率とは、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年７月２５日法律第１２３号。以下「雇用促進法」という。）第４３条第２項に規定する「障害者雇用率」で、前年６月１日現在のものをさします。

雇用促進法で雇用を免除されている事業所については、実際に１人以上雇用していれば、加点します。
	※注２
	５

	
	
	
	法定雇用率を未達成又は雇用者なし
	0点
	
	
	

	
	③
	ISO14001の取得の有無
	あり
	1点
	・契約先となる本店が認証されていること。
・自己適合宣言は認めない。
	・登録証の写し
	６

	
	
	
	なし
	0点
	
	
	

	
	④
	安城市における過去３年間に入札参加資格停止措置の有無
	なし
	0点
	・平成21年4月1日から申請書を提出する日の前日までに、安城市工事請負契約等に係る入札参加資格（一般・指名）停止要綱による停止措置。
	・提出資料なし（市で確認）
	-

	
	
	
	あり
	-1点
	
	
	


※注１・ただし、2,500万円未満の工事が対象となる場合においては、工事実績情報システム（CORINS）受注登録工事カルテの写し及び契約書の写しでも可
※注２・障害者雇用者状況報告書の写し

・雇用促進法で雇用を免除されている事業所については、雇用が確認できるもの（健康保険被保険者証又は雇用保険被保険者資格等確認通知書）の写し及び障害者手帳の写し

（注）提出資料について

（ア）評価項目に関する提出資料（Ａ 企業の技術力、Ｂ 配置予定技術者の能力、Ｃ 地域精通度・地域貢献度等に関する事項）については、任意とするが、評価の加算対象となるものであり、加算を受けようとする場合には資料の提出をすること。

（イ）参加資格に関する提出書類の技術者の許可確認において、複数の技術者を候補として提出された場合は、Ｂ 配置予定技術者の能力に関する事項についても、同技術者の実績を提出するものとする。その場合は、Ｂの項目の評価の合計の低い者で評価する。

（ウ）本工事配置予定技術者の保有する管工事に関する資格のうち、「１級国家資格又は技術士」に該当する資格は、次のとおりとする。

	種別
	建設業法

「技術検定」
	技術士法「技術士試験」

	加算資格
	１級管工事施工管理技士
	機械「流体工学」又は「熱工学」・総合技術監理（機械「流体工学」又は「熱工学」）
	上下水道・総合技術監理（上下水道）

	
	
	衛生工学・総合技術監理（衛生工学）


	

	提出書類
	合格証明書の写し
	登録証の写し

	


（３）入札参加申請書提出期間及び提出方法

ア　提出期間　平成２４年１２月４日（火）から平成２４年１２月１９日（水）までに必着のこと。
イ　提出方法　入札書、工事費内訳表と共に同封して郵送にて提出すること。詳細については、入札公告参照のこと。

５　その他 

（１）入札参加者は、安城市競争入札心得書、本入札説明書及び入札公告に基づき、公正かつ適正に入札すること。 

（２）入札参加申請書及び評価項目に関する資料等関係提出書類に虚偽記載等明らかに悪質な行為が入札参加資格申請以降、契約前に判明した場合は、契約を行わないこととする。また、その行為が契約後に判明した場合は、契約を解除するとともに、安城市工事請負契約等に係る入札参加資格（一般・指名）停止要綱第３条第１項に基づき入札参加資格停止措置を行うこととする。

（３）入札参加申請書の作成説明会及び現場説明会は実施しない。

（４）入札参加申請書の記載内容が不明確で本件工事の入札参加資格要件を確認できない場合には、説明を求めることがある。

（５）工期は事情により変更することがある。

（６）配置予定の主任（監理）技術者について

ア　落札者は、入札参加申請書に記載した専任の配置予定の技術者を当該工事の現場に配置すること。ただし、請負金額が２,５００万円未満となった場合には、技術者の専任は不要とする。

イ　工事期間が重複する複数の工事に同一の技術者を配置予定の技術者とした入札参加申請書を提出する場合には、それらの工事の入札のうち一つの入札の落札者と決定された時点で、それ以降に行われるその他の入札は無効とする。

ウ　入札参加申請書に記載した配置予定の主任（監理）技術者を変更できるのは、病休、死亡、退職等極めて特別な場合に限る。

（７）入札参加申請書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。

（８）提出された入札参加申請書は、返却しない。

（９）入札者の加算点、入札価格及び評価値は、公表する。

（10）入札説明書を入手した者は、これを本入札手続以外の目的で使用してはならない。

7

